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不動産執行～強制競売～その他，択一出題歴のある問題 

 

＜押さえるべき条文＞  
第49条（開始決定及び配当要求の終期の公告等） 

１ 強制競売の開始決定に係る差押えの効力が生じた場合（その開始決定前に強制競売又

は競売の開始決定がある場合を除く。）においては，裁判所書記官は，物件明細書の作

成までの手続に要する期間を考慮して，配当要求の終期を定めなければならない。 

2 裁判所書記官は，配当要求の終期を定めたときは，開始決定がされた旨及び配当要求の

終期を公告し，かつ，次に掲げるものに対し，債権（利息その他の附帯の債権を含

む。）の存否並びにその原因及び額を配当要求の終期までに執行裁判所に届け出るべき

旨を催告しなければならない。 

① 第87条第1項第3号に掲げる債権者 

② 第87条第1項第4号に掲げる債権者（抵当証券の所持人にあつては，知れている

所持人に限る。） 

第50条（催告を受けた者の債権の届出義務） 

１ 前条第2項の規定による催告を受けた同項第1号又は第2号に掲げる者は，配当要求の

終期までに，その催告に係る事項について届出をしなければならない。 

3 前2項の規定により届出をすべき者は，故意又は過失により，その届出をしなかつたと

き，又は不実の届出をしたときは，これによつて生じた損害を賠償する責めに任ずる。 

第51条（配当要求） 

１ 第25条の規定により強制執行を実施することができる債務名義の正本（以下「執行力

のある債務名義の正本」という。）を有する債権者，強制競売の開始決定に係る差押えの

登記後に登記された仮差押債権者及び第181条第1項各号に掲げる文書により一般の先取

特権を有することを証明した債権者は，配当要求をすることができる。 

２ 配当要求を却下する裁判に対しては，執行抗告をすることができる。 

第56条 （地代等の代払の許可） 

建物に対し強制競売の開始決定がされた場合において，その建物の所有を目的とする

地上権又は賃借権について債務者が地代又は借賃を支払わないときは，執行裁判所は，

申立てにより，差押債権者（配当要求の終期後に強制競売又は競売の申立てをした差押

債権者を除く。）がその不払の地代又は借賃を債務者に代わつて弁済することを許可する

ことができる。  

第72条（売却の実施の終了後に執行停止の裁判等の提出があつた場合の措置） 

3 売却の実施の終了後に第39条第1項第8号に掲げる文書の提出があつた場合には，その

売却に係る売却許可決定が取り消され，若しくは効力を失つたとき，又はその売却に係

る売却不許可決定が確定したときに限り，同条の規定を適用する。 

第88条（期限付債権の配当等） 

１ 確定期限の到来していない債権は，配当等については，弁済期が到来したものとみな

す。 

第89条 （配当異議の申出） 

1 配当表に記載された各債権者の債権又は配当の額について不服のある債権者及び債務者

は，配当期日において，異議の申出（以下「配当異議の申出」という。）をすることが

できる。  

第90条（配当異議の訴え等） 

１ 配当異議の申出をした債権者及び執行力のある債務名義の正本を有しない債権者に対し
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配当異議の申出をした債務者は，配当異議の訴えを提起しなければならない。 

第91条（配当等の額の供託） 

１ 配当等を受けるべき債権者の債権について次に掲げる事由があるときは，裁判所書記

官は，その配当等の額に相当する金銭を供託しなければならない。 

① 停止条件付又は不確定期限付であるとき。 

② 仮差押債権者の債権であるとき。 

③ 第39条第1項第7号又は第183条第1項第6号に掲げる文書が提出されているとき。 

④ その債権に係る先取特権，質権又は抵当権（以下この項において「先取特権等」と

いう。）の実行を一時禁止する裁判の正本が提出されているとき。 

⑤ その債権に係る先取特権等につき仮登記又は民事保全法第53条第2項に規定する仮処

分による仮登記がされたものであるとき。 

 

＜過去問＞ 

１．不動産に対する強制競売において，差押えの登記後，配当要求の終期まで

に登記した抵当権者は，配当要求をすることができる。（S60-06-ア） 

誤り。 

（５１条１

項） 

２．不動産に対する強制競売において，差押えの登記後配当要求の終期までに

仮差押えをした債権者は，配当要求をしないでも，配当を受けることができ

る。（S60-06-イ） 

誤り。 

（５１条１

項，８７条

１項２号） 

３．差押えの登記後に登記された不動産工事の先取特権を有する債権者は，配

当要求をすることにより，配当を受けることができる。（S63-07-3） 

誤り。 

（５１条１

項，８７条

１項２号） 

４．差押えの登記後に登記された質権を有する債権者は，配当要求をすること

により，配当を受けることができる。（S63-07-4） 

誤り。 

（５１条１

項，８７条

１項２号） 

５．借地上の建物に対し，強制競売の開始決定がされた場合において，債務者

がその地代を支払わなかったときは，差押債権者は，執行裁判所に対し，そ

の不払の地代についての代払の許可の申立をすることができる。（７－６－

３） 

正しい。 

（５６条１

項） 

６．不動産執行は，第三者が目的物を占有する場合でも，することができる。

（１３－７－５） 

正しい。 

 

７．債務者は，配当異議の訴えを提起することができない。（２６－７－エ） 誤り。 

（９０条１

項） 

８．配当異議の訴えが適法に提起されたときは，当事者は，裁判所において口

頭弁論をしなければならない。（２６－７－オ） 

正しい。 
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９．「被告は原告に対し金 50 万円を支払え」との判決が確定した後に，原告Ａ

が被告Ｂに対し，1 年間その弁済を猶予していた場合，Ａは，その弁済猶予

の期間が経過する前であっても，Ｂに対する他の債権者の申立てによって開

始したＢの不動産の競売手続において，その確定判決に基づき配当要求をす

ることができる。 

正しい。 

（８８条１

項，５１条

１項） 

１０．「被告は原告に対し金 50 万円を支払え」との判決が確定した後に，原告

Ａが被告Ｂに対し，1 年間その弁済を猶予していた場合，Ａの申立てによっ

て開始したＢの不動産の強制競売手続において，売却の実施が終了した後に

その弁済猶予がされ，Ｂがその旨を記載した文書を執行裁判所に提出したと

きは，執行裁判所は，売却決定期日を開くことができない。 

誤り。 

（７２条３

項） 

１１．不動産の強制競売において，債権届出の催告を受けたにもかかわらず，

配当要求の終期までに債権の存否並びにその原因及び額の届出をしなかった

差押えの登記前に登記された根抵当権を有する債権者は，配当を受けること

ができない。 

誤り。 

（４９条２

項，５０条

１ 項 ， ３

項・損害賠

償 責 任 だ

け） 
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第三目 強制管理 

 

不動産執行～強制管理 

例えば，ＡがＢ所有の不動産に強制執行の申立てをしたいと考えている。ところで，Ｂは

自分が賃貸人になってマンションを賃貸している。そこで，その家賃収入（賃料）から回収

するというのが強制管理の典型例です。 

強制管理は，①差押え→②管理→③配当等の流れで進みます。 

①差押え 

差押の登記により，債務者は家賃の取り立てができなくなります。また，債務者の賃借人

（給付義務者といいます。）は管理人に対して家賃を支払うことになります（93条1項）。 

②管理 

執行裁判所の監督のもとに，管理人が行います（95条1項）。 

③配当等 

弁済金の交付又は配当が行われます。なお，収益金の余りは債務者に交付されることにな

っています（107条1項2項）。 

 

＜押さえるべき条文＞  

第43条 （不動産執行の方法） 

1 不動産（登記することができない土地の定着物を除く。以下この節において同じ。）に

対する強制執行（以下「不動産執行」という。）は，強制競売又は強制管理の方法によ

り行う。これらの方法は，併用することができる。  

第93条（開始決定等） 

１ 執行裁判所は，強制管理の手続を開始するには，強制管理の開始決定をし，その開始

決定において，債権者のために不動産を差し押さえる旨を宣言し，かつ，債務者に対し

収益の処分を禁止し，及び債務者が賃貸料の請求権その他の当該不動産の収益に係る給

付を求める権利（以下「給付請求権」という。）を有するときは，債務者に対して当該

給付をする義務を負う者（以下「給付義務者」という。）に対しその給付の目的物を管

理人に交付すべき旨を命じなければならない。 

5 強制管理の申立てについての裁判に対しては，執行抗告をすることができる。 

第94条（管理人の選任） 

1 執行裁判所は，強制管理の開始決定と同時に，管理人を選任しなければならない。 

2 信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第3条又は第53条第1項の免許を

受けた者をいう。），銀行その他の法人は，管理人となることができる。 

第95条（管理人の権限） 

1 管理人は，強制管理の開始決定がされた不動産について，管理並びに収益の収取及び換

価をすることができる。 

第96条 （強制管理のための不動産の占有等） 

1 管理人は，不動産について，債務者の占有を解いて自らこれを占有することができる。 

第105条（配当要求） 

１ 執行力のある債務名義の正本を有する債権者及び第181条第1項各号に掲げる文書に

より一般の先取特権を有することを証明した債権者は，執行裁判所に対し，配当要求を

することができる。 
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２ 配当要求を却下する裁判に対しては，執行抗告をすることができる。 

 

＜過去問＞ 

１．強制管理の管理人は，強制管理の開始決定がされた不動産について，債務

者の占有を解いて自らこれを占有することができる。（７－６－２） 

正しい。 

（９６条１

項） 

２．不動産の強制管理の開始決定に対して執行抗告をすることはできない。

（S63-08-5） 

誤り。 

（９３条５

項） 

３．不動産に対する強制管理において，一般の先取特権を有する者は，配当要

求をすることができる。（S60-06-ウ） 

正しい。 

（１０５条

１項，１８

１条１項） 
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第二款 船舶に対する強制執行 

 

＜押さえるべき条文＞  
第113条 （執行裁判所） 

船舶執行については，強制競売の開始決定の時の船舶の所在地を管轄する地方裁判所

が，執行裁判所として管轄する。  

 

＜過去問＞ 

１．船舶執行については，債務者の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所

が執行裁判所となる。（２－１－２） 

誤り。 

（ １ １ ３

条） 
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第三款 動産に対する強制執行  

 

動産執行 

動産執行は，債権回収の中で一番豪快な手段です。債務者の店舗や自宅に立ち入り，そこ

で発見した財産を売却して債権の回収に充てます。対象となるのは，現金や宝石，高級時計

や店舗内の各種商品です。 

動産執行の場合，執行官は鍵を無理矢理こじ開けることもできます。債務者がお風呂に入

っている間でも，勝手に侵入できます。ですから非常に効果の高い債権回収手段といえま

す。 

動産執行は，①差押え→②換価→③配当等の流れで進みます。 

①差押え 

執行官がその動産を占有して行います（123条1項）。 

②換価 

執行官が入札，競り売り等の方法で行います。 

③配当等 

弁済金の交付又は配当が行われます（139条1項，142条）。 

 

＜押さえるべき条文＞  
第122条（動産執行の開始等） 

１ 動産（登記することができない土地の定着物，土地から分離する前の天然果実で１月

以内に収穫することが確実であるもの及び裏書の禁止されている有価証券以外の有価証

券を含む。以下この節，次章及び第４章において同じ。）に対する強制執行（以下「動

産執行」という。）は，執行官の目的物に対する差押えにより開始する。 

２ 動産執行においては，執行官は，差押債権者のためにその債権及び執行費用の弁済を

受領することができる。 

第123条 （債務者の占有する動産の差押え） 

1 債務者の占有する動産の差押えは，執行官がその動産を占有して行う。  

2 執行官は，前項の差押えをするに際し，債務者の住居その他債務者の占有する場所に立

ち入り，その場所において，又は債務者の占有する金庫その他の容器について目的物を捜

索することができる。この場合において，必要があるときは，閉鎖した戸及び金庫その他

の容器を開くため必要な処分をすることができる。  

3 執行官は，相当であると認めるときは，債務者に差し押さえた動産（以下「差押物」と

いう。）を保管させることができる。この場合においては，差押えは，差押物について封

印その他の方法で差押えの表示をしたときに限り，その効力を有する。  

4 執行官は，前項の規定により債務者に差押物を保管させる場合において，相当であると

認めるときは，その使用を許可することができる。  

第124条 （債務者以外の者の占有する動産の差押え） 

前条第1項及び第3項から第5項までの規定は，債権者又は提出を拒まない第三者の占

有する動産の差押えについて準用する。  

第125条 （二重差押えの禁止及び事件の併合） 

1 執行官は，差押物又は仮差押えの執行をした動産を更に差し押さえることができない。  

第128条 （超過差押えの禁止等） 

1 動産の差押えは，差押債権者の債権及び執行費用の弁済に必要な限度を超えてはならな



超速解 小玉塾 択一ＡＬＬ in one完成講座ガイダンス 

辰已法律研究所 - 42 - 

い。  

第130条 （売却の見込みのない差押物の差押えの取消し） 

差押物について相当な方法による売却の実施をしてもなお売却の見込みがないとき

は，執行官は，その差押物の差押えを取り消すことができる。  

第131条（差押禁止動産） 

次に掲げる動産は，差し押さえてはならない。 

① 債務者等の生活に欠くことができない衣服，寝具，家具，台所用具，畳及び建具 

② 債務者等の一月間の生活に必要な食料及び燃料 

③ 標準的な世帯の二月間の必要生計費を勘案して政令で定める額の金銭（66万円） 

第132条（差押禁止動産の範囲の変更） 

１ 執行裁判所は，申立てにより，債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を考慮し

て，差押えの全部若しくは一部の取消しを命じ，又は前条各号に掲げる動産の差押えを

許すことができる。 

2 事情の変更があつたときは，執行裁判所は，申立てにより，前項の規定により差押えが

取り消された動産の差押えを許し，又は同項の規定による差押えの全部若しくは一部の

取消しを命ずることができる。 

第133条（先取特権者等の配当要求） 

先取特権又は質権を有する者は，その権利を証する文書を提出して，配当要求をする

ことができる。 

 

＜過去問＞ 

１．動産に対する強制執行の申立ては，目的物の所在地を管轄する地方裁判所

に対してしなければならない。（１３－７－ア） 

誤り。 

（動産の所

在地を管轄

する地方裁

判所に所属

する執行官

にする） 

２．裏書の禁止されている手形以外の手形は，動産執行の対象とならない。

（S61-07-1） 

誤り。 

（１２２条

１項） 

３．土地から分離する前の天然果実で 1 か月以内に収穫することが確実である

ものは，動産執行の対象とならない。（S61-07-4） 

誤り。 

（１２２条

１項） 

４．動産執行における債務者は，差押物を使用することができない。（１３－

７－４） 

誤り。 

（１２３条

３ 項 ， ４

項） 

５．執行官は，相当であると認めるときは，債務者に差押えた動産を保管させ

ることができる。（１－７－１） 

正しい。 

（１２３条
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３項） 

６．執行官は，債務者の占有する動産を差押えるために，債務者の住居その他

の債務者の占有する場所に立ち入ることができる。（１－７－５） 

正しい。 

（１２３条

２項） 

７．動産執行は，第三者が目的物を占有する場合でも，することができる。

（１３－７－５） 

正しい。 

（ １ ２ ４

条，１２３

条１項） 

８．執行官は，差押えがなされている動産を，更に差押えることができる。

（１５－７－ウ，１－７－４） 

誤り。 

（１２５条

１項） 

９．動産執行における執行官は，執行債権及び執行費用の総額を超えて差押え

することができない。（１３－７－３，１－７－３） 

正しい。 

（１２８条

１項） 

１０．執行官は，差押えた動産について，相当な方法による売却を実施して

も，なお，売却の見込みがないときは，差押えを取消すことができる。（１

－７－２） 

正しい。 

（ １ ３ ０

条） 

１１．差押禁止動産の範囲の変更は，執行官が行う。 誤り。 

（１３２条

２項） 

１２．債務名義を有する一般債権者は，動産執行において配当要求をすること

ができない。 

正しい。 

（ １ ３ ３

条） 
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第四款 債権及びその他の財産権に対する強制執行  

 

第一目 債権執行等  

 

債権執行～流れ 

例えば，ＡがＢに対して持っている貸付金債権を回収するために，ＢがＣ会社に対して請

求できる給料債権を差し押さえるのが，債権執行の典型例です。 

この場合，Ａを債権者，Ｂを債務者，Ｃを第三債務者といいます。 

債権執行は，①差押え→②換価（＝満足）の流れで進みます。 

①差押え 

執行裁判所の差押命令で開始します（143条）。差押命令は，Ｂ及びＣ会社に送達されま

す（145条3項）。Ｂは債権の取り立てその他の処分が禁止され，Ｃ会社はＢへの弁済が禁

止されます（145条1項）。 

※仮に，差押命令の後に，Ｃ会社が間違ってＢに給料を支払ってしまった場合，ＣはＡに

対しても2重払いをしなければならなくなります。 

※Ａが債権の存否や金額についてＣ会社に対して確認したい場合は，Ａは債権執行の申立

てと同時に陳述催告の申立て（147条）をする必要があります。 

※この手続きが終わると，債務者と第三債務者が差押命令を受け取った日付について，裁

判所から債権者へ送達通知書が届きます。 

②換価（＝満足） 

Ａは，Ｂに差押命令が送達された日から1週間を経過すると，差し押さえた債権を直接Ｃ会

社から取り立てることができます（直接取立権，155条）。 

※直接取立ての手続については，裁判所は関与してくれません。Ａ自身がＣ会社と連絡を

取り合って，支払ってもらえるよう働きかける必要があります。 

③Ｃ会社が直接取立てに応じないとき 

Ｃ会社に対して取立訴訟（157条）を提起することになります。ここで勝訴判決を得た

ら，それに基づいて，今度はＣ会社の財産に対して強制執行をしていくことになります。 

 

＜押さえるべき条文＞  Ｈ２８出題 
第143条（債権執行の開始） 

 金銭の支払又は船舶若しくは動産の引渡しを目的とする債権（動産執行の目的となる有

価証券が発行されている債権を除く。以下この節において「債権」という。）に対する強

制執行（第167条の２第２項に規定する少額訴訟債権執行を除く。以下この節において

「債権執行」という。）は，執行裁判所の差押命令により開始する。 

第144条 （執行裁判所） 

1 債権執行については，債務者の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所が，この普通

裁判籍がないときは差し押さえるべき債権の所在地を管轄する地方裁判所が，執行裁判所

として管轄する。  

2 差し押さえるべき債権は，その債権の債務者（以下「第三債務者」という。）の普通裁

判籍の所在地にあるものとする。ただし，船舶又は動産の引渡しを目的とする債権及び

物上の担保権により担保される債権は，その物の所在地にあるものとする。  
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3 差押えに係る債権（差押命令により差し押さえられた債権に限る。以下この目において

同じ。）について更に差押命令が発せられた場合において，差押命令を発した執行裁判

所が異なるときは，執行裁判所は，事件を他の執行裁判所に移送することができる。  

第145条 （差押命令） 

1 執行裁判所は，差押命令において，債務者に対し債権の取立てその他の処分を禁止し，

かつ，第三債務者に対し債務者への弁済を禁止しなければならない。  

2 差押命令は，債務者及び第三債務者を審尋しないで発する。  

3 差押命令は，債務者及び第三債務者に送達しなければならない。  

4 差押えの効力は，差押命令が第三債務者に送達された時に生ずる。  

5 差押命令の申立てについての裁判に対しては，執行抗告をすることができる。  

第146条 （差押えの範囲） 

1 執行裁判所は，差し押さえるべき債権の全部について差押命令を発することができる。  

第147条 （第三債務者の陳述の催告） 

1 差押債権者の申立てがあるときは，裁判所書記官は，差押命令を送達するに際し，第三

債務者に対し，差押命令の送達の日から2週間以内に差押えに係る債権の存否その他の最

高裁判所規則で定める事項について陳述すべき旨を催告しなければならない。  

第148条 （債権証書の引渡し） 

1 差押えに係る債権について証書があるときは，債務者は，差押債権者に対し，その証書

を引き渡さなければならない。  

第149条（差押えが一部競合した場合の効力） 

債権の一部が差し押さえられ，又は仮差押えの執行を受けた場合において，その残余

の部分を超えて差押命令が発せられたときは，各差押え又は仮差押えの執行の効力は，

その債権の全部に及ぶ。債権の全部が差し押さえられ，又は仮差押えの執行を受けた場

合において，その債権の一部について差押命令が発せられたときのその差押えの効力

も，同様とする。 

第150条（先取特権等によつて担保される債権の差押えの登記等の嘱託） 

登記又は登録（以下「登記等」という。）のされた先取特権，質権又は抵当権によつ

て担保される債権に対する差押命令が効力を生じたときは，裁判所書記官は，申立てに

より，その債権について差押えがされた旨の登記等を嘱託しなければならない。 

第151条（継続的給付の差押え） 

給料その他継続的給付に係る債権に対する差押えの効力は，差押債権者の債権及び執

行費用の額を限度として，差押えの後に受けるべき給付に及ぶ。 

第151条の2 （扶養義務等に係る定期金債権を請求する場合の特例） 

1 債権者が次に掲げる義務に係る確定期限の定めのある定期金債権を有する場合におい

て，その一部に不履行があるときは，第30条第1項の規定にかかわらず，当該定期金債権

のうち確定期限が到来していないものについても，債権執行を開始することができる。  

① 民法第752条の規定による夫婦間の協力及び扶助の義務  

② 民法第760条の規定による婚姻から生ずる費用の分担の義務  

③ 民法第766条（同法第749条，第771条及び第788条において準用する場合を含

む。）の規定による子の監護に関する義務  

④ 民法第877条から第880条までの規定による扶養の義務  

2 前項の規定により開始する債権執行においては，各定期金債権について，その確定期限

の到来後に弁済期が到来する給料その他継続的給付に係る債権のみを差し押さえること

ができる。  

第155条（差押債権者の金銭債権の取立て） 

1 金銭債権を差し押さえた債権者は，債務者に対して差押命令が送達された日から1週間を

経過したときは，その債権を取り立てることができる。ただし，差押債権者の債権及び執
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行費用の額を超えて支払を受けることができない。 

2 差押債権者が第三債務者から支払を受けたときは，その債権及び執行費用は，支払を受

けた額の限度で，弁済されたものとみなす。 

3 差押債権者は，前項の支払を受けたときは，直ちに，その旨を執行裁判所に届け出なけ

ればならない。 

第156条 （第三債務者の供託） 

1 第三債務者は，差押えに係る金銭債権（差押命令により差し押さえられた金銭債権に限

る。次項において同じ。）の全額に相当する金銭を債務の履行地の供託所に供託すること

ができる。  

2 第三債務者は，次条第1項に規定する訴えの訴状の送達を受ける時までに，差押えに係

る金銭債権のうち差し押さえられていない部分を超えて発せられた差押命令，差押処分

又は仮差押命令の送達を受けたときはその債権の全額に相当する金銭を，配当要求があ

つた旨を記載した文書の送達を受けたときは差し押さえられた部分に相当する金銭を債

務の履行地の供託所に供託しなければならない。  

第158条（債権者の損害賠償） 

差押債権者は，債務者に対し，差し押さえた債権の行使を怠つたことによつて生じた

損害を賠償する責めに任ずる。 

第165条 （配当等を受けるべき債権者の範囲） 

配当等を受けるべき債権者は，次に掲げる時までに差押え，仮差押えの執行又は配当

要求をした債権者とする。  

① 第三債務者が第156条第1項又は第2項の規定による供託をした時  

② 取立訴訟の訴状が第三債務者に送達された時  

③ 売却命令により執行官が売得金の交付を受けた時  

④ 動産引渡請求権の差押えの場合にあつては，執行官がその動産の引渡しを受けた時  

 

＜過去問＞ 

１．少額訴訟債権執行を除く金銭債権(動産執行の目的となる有価証券が発行さ

れている債権を除く。)に対する強制執行に関し・・・金銭債権に対する強制

執行は，執行裁判所の差押命令により開始する。（２８－７－ア） 

正しい。 

（ １ ４ ３

条） 

２．債権執行の申立ては，地方裁判所のほか，簡易裁判所に対してもすること

ができる。 

誤り。 

（１４４条

１項） 

３．金銭債権の執行は，債権者の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所が

管轄する。（８－６－１） 

誤り。 

（１４４条

１ 項 ， ２

項） 

４．差押命令は，差押えの執行を受けている金銭債権についても，更に発する

ことができる。（８－６－２） 

正しい。 

（１４４条

３項） 
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５．債権の執行は，債務者の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所が執行

裁判所となり得る。（２－１－４） 

正しい。 

（１４４条

１ 項 ， ２

項） 

６．債権執行の申立ては，債務者の普通裁判籍がないときは，第三債務者の普

通裁判籍又はその事務所若しくは営業所の所在地を管轄する地方裁判所にす

ることができる。（S62-03-4） 

誤り。 

（１４４条

１ 項 ， ２

項） 

７．少額訴訟債権執行を除く金銭債権(動産執行の目的となる有価証券が発行さ

れている債権を除く。)に対する強制執行に関し・・・差押命令は，第三債務

者を審尋して発しなければならない。（２８－７－イ） 

誤り。 

（１４５条

２項） 

８．金銭債権に対する差押えの効力は，差押命令が第三債務者に送達された時

に生ずる。（１２－６－ア） 

正しい。 

（１４５条

４項） 

９．債権執行における差押命令は，これが債務者に送達された時に，その効力

が生じる。（８－６－３） 

誤り。 

（１４５条

４項） 

１０．債権執行における差押命令を発する場合には，第三債務者を審尋するこ

とができる。（８－６－４） 

誤り。 

（１４５条

２項） 

１１．債権執行において，執行裁判所は，差押命令を発するに当たり，債務者

又は第三債務者を審尋することができる。（３－７－１） 

誤り。 

（１４５条

２項） 

１２．債権執行において，差押えの効力は，差押命令が第三債務者に送達され

た時に生ずる。（３－７－２） 

正しい。 

（１４５条

４項） 

１３．債権執行において，差押命令の申立てについての裁判に対しては，執行

抗告をすることができる。（３－７－３） 

正しい。 

（１４５条

５項） 

１４．差押債権者の債権の額が差し押えるべき債権の額に満たない場合でも，

差し押えるべき債権の全部について差押命令を発することができる。（３－

７－４） 

正しい。 

（１４６条

１項） 

１５．差し押さえるべき債権が金銭債権である場合には，差押債権者の債権額

及び執行費用の額を超えて差押えをすることはできない。（１８－７－１，

１２－６－イ） 

誤り。 

（１４６条

１項） 
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１６．差押債権者は，差押命令が第三債務者に送達された後であっても，第三

債務者の陳述の催告の申立てをすることができる。（１８－７－２） 

誤り。 

（１４７条

１項，書記

官が送達の

手続を完了

するまでに

する） 

１７．差押えに係る債権について証書があるときは，債務者は，差押債権者に

対し，その証書を引き渡さなければならない。（３－７－５） 

正しい。 

（１４８条

１項） 

１８．少額訴訟債権執行を除く金銭債権(動産執行の目的となる有価証券が発行

されている債権を除く。)に対する強制執行に関し・・・金銭債権の一部が差

し押さえられた後，その残余の部分を超えて別に差押命令が発せられたとき

は，各差押えの効力が及ぶ範囲は，当該金銭債権の全額を各差押債権者の請

求債権の額に応じて按分した額に相当する部分となる。（２８－７－ウ） 

誤り。 

（ １ ４ ９

条） 

１９．債権の一部が仮差押えの執行を受けた場合において，その残余部分を超

えて差押命令が発せられたときは，差押え又は仮差押えの執行の効力は，そ

の債権の全部に及ぶ。 

正しい。 

（ １ ４ ９

条） 

２０．一般債権者の甲が債権の一部について差押えをした場合であっても，他

の一般債権者の乙は，当該債権の全部を更に差し押さえることができるが，

その場合には，甲を債権者とする先の差押えの執行の効力は，当該債権の全

部に及ぶ。（１５－７－エ） 

正しい。 

（ １ ４ ９

条） 

２１．抵当権の被担保債権の差押命令の申立てと，その債権について差押えが

された旨の登記の嘱託の申立てとは，同時にすることができる。 

正しい。 

（ １ ５ ０

条） 

２２．給料債権に対する差押えの効力は，差押債権者の債権及び執行費用の額

を限度として，差押えの後に受けるべき給付に及ぶ。 

正しい。 

（ １ ５ １

条） 
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２３．ＡとＢは，婚姻中に長男Ｃをもうけたが，平成 23 年 5 月 31 日，家庭裁

判所の家事調停において，①離婚をしてＣの親権者をＡとすること及び②Ｃ

が成人に達するまでの間，ＢがＣの養育費として毎月末日限り 8 万円をＡに

対して支払うことを合意し，その旨が調停調書に記載された。Ｂは，Ｄ社に

勤務して月額 40 万円の給料（所得税，住民税及び社会保険料を控除した手取

り額）を得ているが，Ｅ社に対し，貸金債務を負担している。Ｂは，Ｃの養

育費につき平成 24年 3月分までは支払ってきたが，同年 4月分から 6月分ま

での 3 か月分の支払を怠った。・・・Ａは，Ｂが支払を怠った 3 か月分の養

育費だけでなく，期限が到来していない平成 24 年 7月分以降の養育費につい

ても，債権執行を開始することができる。（２４－７－ウ） 

正しい。 

（１５１条

の２第１項

３号） 

２４．金銭債権を差し押さえた債権者は，差押債権者の債権及び執行費用の額

を超えて，差し押さえた債権について支払を受けることができない。 

正しい。 

（１５５条

１項但書） 

２５．金銭債権を差し押さえた債権者は，差押命令が債務者に送達されれば，

直ちに，差し押さえた債権を取り立てることができる。（１８－７－３） 

誤り。 

（１５５条

１項） 

２６．金銭債権を差し押さえた債権者は，差押命令が債務者に送達された日か

ら 1 月を経過しなければ，その債権を取り立てることができない。（８－６

－５） 

誤り。 

（１５５条

１項） 

２７．第三債務者は，差押えに係る金銭債権の全額に相当する金銭を債務の履

行地の供託所に供託することができる。（１２－６－ウ） 

正しい。 

（１５６条

１項） 

２８．ある債権者が金銭債権の一部を差し押さえた場合において，その残余の

部分を超えて他の債権者が差押えをしたときは，いずれの差押債権者も，取

立訴訟を提起することはできない。（１２－６－エ） 

誤り。 

（１５６条

２項，１５

７条４項） 

２９．差押債権者は，債務者に対し，差し押さえた債権の行使を怠つたことに

よって生じた損害を賠償する責めに任ずる。 

正しい。 

（ １ ５ ８

条） 

３０．少額訴訟債権執行を除く金銭債権(動産執行の目的となる有価証券が発行

されている債権を除く。)に対する強制執行に関し・・・執行裁判所は，差押

債権者の申立てにより，支払に代えて券面額で差し押さえられた金銭債権を

差押債権者に転付する命令を発することができる。（２８－７－オ） 

正しい。 

（１５９条

１項） 
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３１．ＡとＢは，婚姻中に長男Ｃをもうけたが，平成 23 年 5 月 31 日，家庭裁

判所の家事調停において，①離婚をしてＣの親権者をＡとすること及び②Ｃ

が成人に達するまでの間，ＢがＣの養育費として毎月末日限り 8 万円をＡに

対して支払うことを合意し，その旨が調停調書に記載された。Ｂは，Ｄ社に

勤務して月額 40 万円の給料（所得税，住民税及び社会保険料を控除した手取

り額）を得ているが，Ｅ社に対し，貸金債務を負担している。Ｂは，Ｃの養

育費につき平成 24年 3月分までは支払ってきたが，同年 4月分から 6月分ま

での 3 か月分の支払を怠った。・・・ＢのＤ社に対する給料債権をＡが差し

押さえた後，当該給料債権につき転付命令を申し立てた場合において，Ａの

申立てに係る転付命令がＤ社に送達される前に，Ｅ社がＢに対する貸金債権

の回収のため，当該給料債権を差し押さえたときであっても，転付命令の効

力が生じ，Ａは，当該給料債権を有効に取得することができる。（２４－７

－イ） 

誤り。 

（１５９条

３項） 

３２．転付命令が第三債務者に送達される時までに，転付命令に係る金銭債権

について他の債権者が差押えをしたときは，転付命令は，その効力を生じな

い。（１２－６－オ） 

正しい。 

（１５９条

３項） 

３３．一般債権者の甲が転付命令を得，その転付命令が第三債務者に送達され

る時までに，転付命令に係る金銭債権について，他の一般債権者の乙が差押

えをしたときは，転付命令は，その効力を生じない。（１５－７－オ） 

正しい。 

（１５９条

３項） 

３４．転付命令が確定した時点において，転付命令に係る債権が存在しなかっ

たときは，差押債権者の債権及び執行費用が弁済されたものとみなされる効

力は生じない。（１８－７－５） 

正しい。 

（ １ ６ ０

条） 

３５．ＡとＢは，婚姻中に長男Ｃをもうけたが，平成 23 年 5 月 31 日，家庭裁

判所の家事調停において，①離婚をしてＣの親権者をＡとすること及び②Ｃ

が成人に達するまでの間，ＢがＣの養育費として毎月末日限り 8 万円をＡに

対して支払うことを合意し，その旨が調停調書に記載された。Ｂは，Ｄ社に

勤務して月額 40 万円の給料（所得税，住民税及び社会保険料を控除した手取

り額）を得ているが，Ｅ社に対し，貸金債務を負担している。Ｂは，Ｃの養

育費につき平成 24年 3月分までは支払ってきたが，同年 4月分から 6月分ま

での 3 か月分の支払を怠った。・・・ＢのＤ社に対する給料債権をＡが差し

押さえたところ，Ｄ社は，差し押さえられた給料債権の額に相当する金銭を

供託した。この場合において，Ｅ社は，その後に配当要求をしたとしても，

当該供託金につき配当を受けることはできない。（２４－７－エ） 

正しい。 

（１６５条

１項，１５

６条１項） 
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３６．金銭債権に対する強制執行において，第三債務者が差押えに係る金銭債

権の全額を供託したときは，債権者は，第三債務者がその事情を執行裁判所

に届け出るまでは，配当要求をすることができる。（S60-06-オ） 

誤り。 

（１６５条

１号） 
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債権執行～差押禁止債権 

給料は労働者の生活の糧なので，全額の差押えを禁止されています。 

給料債権は4分の3が差押禁止とされています（152条1項2号）。 

また，「その額が標準的な世帯の必要生計費を勘案して政令で定める額を超えるときは，

政令で定める額（政令により33万円）に相当する部分」が差押禁止とされています。 

例えば，給料月額24万円の人の場合，4分の3に相当する部分（18万円）が差押禁止とな

り，6万円のみ差押えが可能となります。 

給料月額60万円の人の場合，4分の3に相当する部分は45万円です。そして，45万円は

33万円を超えるので33万円までが差押禁止とされます。従って，この場合，60万円－33

万円＝27万円の差押えが可能となります。 

また，養育費の請求のために債権執行をする場合には，差押禁止部分が2分の1となりま

す。この場合は，最低でも給料の半額を取れることになります。 

 

＜押さえるべき条文＞  
第152条 （差押禁止債権） 

１ 次に掲げる債権については，その支払期に受けるべき給付の4分の3に相当する部分

（その額が標準的な世帯の必要生計費を勘案して政令で定める額を超えるときは，政令

で定める額に相当する部分）は，差し押さえてはならない。  

② 給料，賃金，俸給，退職年金及び賞与並びにこれらの性質を有する給与に係る債権  

2 退職手当及びその性質を有する給与に係る債権については，その給付の4分の3に相当

する部分は，差し押さえてはならない。 

3 債権者が前条第1項各号に掲げる義務に係る金銭債権（金銭の支払を目的とする債権を

いう。以下同じ。＜養育費等の場合を指します。＞）を請求する場合における前二項の

規定の適用については，前二項中「4分の3」とあるのは，「2分の1」とする。  

第153条（差押禁止債権の範囲の変更） 

１ 執行裁判所は，申立てにより，債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を考慮し

て，差押命令の全部若しくは一部を取り消し，又は前条の規定により差し押さえてはなら

ない債権の部分について差押命令を発することができる。 
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＜過去問＞ 

１．少額訴訟債権執行を除く金銭債権(動産執行の目的となる有価証券が発行さ

れている債権を除く。)に対する強制執行に関し・・・執行裁判所は，債務者

の申立てにより，債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を考慮して，

差押命令の全部又は一部を取り消すことができる。（２８－７－エ） 

正しい。 

（１５３条

１項） 

２．ＡとＢは，婚姻中に長男Ｃをもうけたが，平成 23 年 5 月 31 日，家庭裁判

所の家事調停において，①離婚をしてＣの親権者をＡとすること及び②Ｃが

成人に達するまでの間，ＢがＣの養育費として毎月末日限り 8 万円をＡに対

して支払うことを合意し，その旨が調停調書に記載された。Ｂは，Ｄ社に勤

務して月額 40 万円の給料（所得税，住民税及び社会保険料を控除した手取り

額）を得ているが，Ｅ社に対し，貸金債務を負担している。Ｂは，Ｃの養育

費につき平成 24年 3月分までは支払ってきたが，同年 4月分から 6月分まで

の 3か月分の支払を怠った。・・・Ａは，Ｂの毎月の給料の額のうち 10 万円

を超える部分を差し押さえることはできない。（２４－７－オ） 

誤り。 

（１５２条

１項２号，

３ 項 ， 20

万円を超え

る部分を差

し押さえる

ことができ

ない） 
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債権執行～取立訴訟 

前記事例のＣ会社が直接取立に応じない場合には，Ａは取立訴訟を提起していくことにな

ります（157条1項）。 

この取立訴訟では，Ｃ会社の申立てにより，取立訴訟の訴状が送達される時までにＢの債

権を差し押さえた者を取立訴訟に参加させることができます（157条1項）。 

Ｃ会社としては，紛争を1回で解決する利益があるためです。 

 

＜押さえるべき条文＞  
第155条 （差押債権者の金銭債権の取立て） 

1 金銭債権を差し押さえた債権者は，債務者に対して差押命令が送達された日から1週間を

経過したときは，その債権を取り立てることができる。ただし，差押債権者の債権及び執

行費用の額を超えて支払を受けることができない。  

2 差押債権者が第三債務者から支払を受けたときは，その債権及び執行費用は，支払を受

けた額の限度で，弁済されたものとみなす。 

3 差押債権者は，前項の支払を受けたときは，直ちに，その旨を執行裁判所に届け出なけ

ればならない。 

第157条（取立訴訟） 

1 差押債権者が第三債務者に対し差し押さえた債権に係る給付を求める訴え（以下「取立

訴訟」という。）を提起したときは，受訴裁判所は，第三債務者の申立てにより，他の

債権者で訴状の送達の時までにその債権を差し押さえたものに対し，共同訴訟人として

原告に参加すべきことを命ずることができる。 

2 前項の裁判は，口頭弁論を経ないですることができる。 

4 前条第2項の規定により供託の義務を負う第三債務者に対する取立訴訟において，原告

の請求を認容するときは，受訴裁判所は，請求に係る金銭の支払は供託の方法によりす

べき旨を判決の主文に掲げなければならない。 
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債権執行～転付命令 

転付命令とは，それが確定すると，（前記事例の）ＢのＣ会社に対する債権がそのままＡ

に帰属する命令だと理解して下さい。 

これは，通常，債権差押を申し立てるときに合わせて申立てがされます。 

例えば，Ａが債権差押命令の申立てをした後に，他の債権者ＤがＢの同じ債権を差し押さ

えた場合，差押が競合することになり，最終的にＡとＤについて平等按分されることになり

ます。 

しかし，Ａが債権差押命令の申立てとともに転付命令の申立てをして，それが確定すれ

ば，差し押さえたものをＡが独占できることになります。 

（もっとも，Ｃ会社が無資力だった場合，その危険もＡが引き受けることになります

が・・・） 

 

＜押さえるべき条文＞  
第159条 （転付命令） 

１ 執行裁判所は，差押債権者の申立てにより，支払に代えて券面額で差し押さえられた金

銭債権を差押債権者に転付する命令（以下「転付命令」という。）を発することができ

る。 

2 転付命令は，債務者及び第三債務者に送達しなければならない。 

3 転付命令が第三債務者に送達される時までに，転付命令に係る金銭債権について，他の

債権者が差押え，仮差押えの執行又は配当要求をしたときは，転付命令は，その効力を生

じない。  

第160条 （転付命令の効力） 

差押命令及び転付命令が確定した場合においては，差押債権者の債権及び執行費用

は，転付命令に係る金銭債権が存する限り，その券面額で，転付命令が第三債務者に送達

された時に弁済されたものとみなす。  

 

＜過去問＞ 

１．差し押さえた債権に譲渡禁止特約が付されているときは，その債権につい

ては，転付命令を発することはできない。（１８－７－４） 

誤り。 
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第五款 扶養義務等に係る金銭債権についての強制執行の特例 

 

＜押さえるべき条文＞  
第167条の15 （扶養義務等に係る金銭債権についての間接強制）Ｈ２９ 

Ⅰ 第151条の2第1項各号に掲げる義務に係る金銭債権についての強制執行は，前各款の

規定により行うほか，債権者の申立てがあるときは，執行裁判所が第172条第1項に規定

する方法により行う。ただし，債務者が，支払能力を欠くためにその金銭債権に係る債務

を弁済することができないとき，又はその債務を弁済することによつてその生活が著し

く窮迫するときは，この限りでない。 
※第172条 （間接強制） 

1 作為又は不作為を目的とする債務で前条第1項の強制執行ができないものについての強制執行は，

執行裁判所が，債務者に対し，遅延の期間に応じ，又は相当と認める一定の期間内に履行しないと

きは直ちに，債務の履行を確保するために相当と認める一定の額の金銭を債権者に支払うべき旨を

命ずる方法により行う。 

 

＜過去問＞ 

１．ＡとＢは，婚姻中に長男Ｃをもうけたが，平成 23 年 5 月 31 日，家庭裁判

所の家事調停において，①離婚をしてＣの親権者をＡとすること及び②Ｃが

成人に達するまでの間，ＢがＣの養育費として毎月末日限り 8 万円をＡに対

して支払うことを合意し，その旨が調停調書に記載された。Ｂは，Ｄ社に勤

務して月額 40 万円の給料（所得税，住民税及び社会保険料を控除した手取り

額）を得ているが，Ｅ社に対し，貸金債務を負担している。Ｂは，Ｃの養育

費につき平成 24年 3月分までは支払ってきたが，同年 4月分から 6月分まで

の 3 か月分の支払を怠った。・・・Ａは，養育費に係る金銭債権の強制執行

として，ＢのＤ社に対する給料債権を差し押さえることはできるが，間接強

制の方法によることはできない。（２４－７－ア） 

誤り。 

（１６７条

の１５第１

項） 

２．金銭債権についての強制執行は，間接強制の方法によることができない。

（２０－７－イ） 

誤り。 

（１６７条

の１５第１

項） 

３．金銭債権についての強制執行は，直接強制の方法のみによることができ，

間接強制の方法によることはできない。（２９－７－ア） 

誤り。 

（１６７条

の１５第１

項） 
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第三節 金銭の支払を目的としない請求権についての強制執行 

 

＜押さえるべき条文＞  
第168条 （不動産の引渡し等の強制執行） 

1 不動産等（不動産又は人の居住する船舶等をいう。以下この条及び次条において同

じ。）の引渡し又は明渡しの強制執行は，執行官が債務者の不動産等に対する占有を解い

て債権者にその占有を取得させる方法により行う。  

第172条 （間接強制） 

1 作為又は不作為を目的とする債務で前条第1項の強制執行ができないものについての強

制執行は，執行裁判所が，債務者に対し，遅延の期間に応じ，又は相当と認める一定の期間

内に履行しないときは直ちに，債務の履行を確保するために相当と認める一定の額の金銭を

債権者に支払うべき旨を命ずる方法により行う。  

２ 事情の変更があつたときは，執行裁判所は，申立てにより，前項の規定による決定を

変更することができる。Ｈ２９ 

3 執行裁判所は，前二項の規定による決定をする場合には，申立ての相手方を審尋しなけ

ればならない。Ｈ２９ 

4 第1項の規定により命じられた金銭の支払があつた場合において，債務不履行により生

じた損害の額が支払額を超えるときは，債権者は，その超える額について損害賠償の請求をす

ることを妨げられない。  

５ 第1項の強制執行の申立て又は第2項の申立てについての裁判に対しては，執行抗告を

することができる。Ｈ２９ 

第173条  

1 第168条第1項，第169条第1項，第170条第1項及び第171条第1項に規定する強制

執行は，それぞれ第168条から第171条までの規定により行うほか，債権者の申立てが

あるときは，執行裁判所が前条第1項に規定する方法により行う。この場合においては，同

条第2項から第5項までの規定を準用する。Ｈ２９ 

 

＜過去問＞ 

１．不動産の引渡しについての強制執行は，間接強制の方法によることができ

る。（２０－７－ア） 

正しい。 

（１７３条

１項，１６

８条１項，

１７２条１

項） 

２．不作為を目的とする債務についての強制執行を間接強制の方法によってす

るには，債務者が現に不作為義務に違反していることが必要である。（２０

－７－ウ） 

誤り。 

（債務者が

その不作為

義務に違反

するおそれ

があること

を立証すれ
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ば足りる） 

３．間接強制決定をするには，相手方を審尋しなければならない。（２０－７

－エ） 

正しい。 

（１７２条

３項） 

４．間接強制決定により支払われた金銭は，債務不履行による損害賠償債務の

弁済に充当されない。（２０－７－オ） 

誤り。 

（１７２条

４項） 

５．事情の変更があったときは，執行裁判所は，申立てにより，間接強制決定

を変更することができる。（２９－７－イ） 

正しい。 

（１７２条

２項） 

６．執行裁判所は，相当と認めるときは，申立ての相手方を審尋しないで，間

接強制決定をすることができる。（２９－７－ウ） 

誤り。 

（１７２条

３項） 

７．間接強制決定に対しては，執行抗告をすることができる。（２９－７－

エ） 

正しい。 

（１７２条

５項） 

８．不作為を目的とする債務についての強制執行は，代替執行の方法によるこ

とができる場合には，間接強制の方法によることはできない。（２９－７－

オ） 

誤り。 

（１７３条

１項） 
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ポイント整理・・・配当要求権者 

不動産の強制競売 

（民執法51条） 

不動産の強制管理 

（民執法105条） 

動産執行 

（民執法133条） 

債権執行 

（民執法154条） 

①執行力のある債務

名義の正本を有する

債権者 

②強制競売の開始決

定に係る差押えの登

記後に登記された仮

差押債権者 ※1 

③文書により一般の

先取特権を有するこ

とを証明した債権者 

※2 

①執行力のある債務

名義の正本を有する

債権者 

②文書により一般の

先取特権を有するこ

とを証明した債権者 

※2 

①先取特権者  

※3 

②質権者 ※3 

①執行力のある債

務名義の正本を有

する債権者 

②文書により先取

特権を有すること

を証明した債権者 

 

※1 差押えの登記前に登記がなされた仮差押債権者は配当要求をしなくとも，配当にあずか

ることができる（民執法87条1項3号）。 

※2 一般の先取特権には，賃金債権等，社会的に保護すべき被担保債権が多いから，配当要

求することが認められている。 

※3 先取特権，質権を証する文書を提出して配当要求をすることができる。 
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少額訴訟債権執行 
 

ポイント整理・・・少額訴訟債権執行 

執行の開始 

執行機関 

簡易裁判所の裁判所書記官 

執行裁判所としての当該簡易裁判所 

⇒ただし，第三者異議の訴えの管轄裁判所は，執行裁判所の所

在地を管轄する地方裁判所 

対 象 金銭債権 

債務名義 少額訴訟に係る債務名義 

申立て 簡易裁判所の裁判所書記官【※１】 

開 始 裁判所書記官の差押処分 

債権の実現 

換 価 

◆差押債権者自身による被差押債権の取立て 

◇移行後の地方裁判所である執行裁判所による転付命令

等【※2】 

弁済金の交付 

◆裁判所書記官による弁済金の交付 

（第三債務者が供託した場合の債権の実現方法である。） 

⇒債権者が 1人であるとき又は 2人以上であって供託金で各債

権者の債権及び執行費用の全部を弁済することができるとき 

配 当 

◇移行後の地方裁判所である執行裁判所による配当【※3】 

⇒債権者が 2 人以上であって供託金で各債権者の債権及び執行

費用の全部を弁済することができないとき 

地方裁判所

の債権執行

手続への移

行 

転付命令等のた

めの必要的移行

【※2】 

差押債権者が転付命令等を求め，地方裁判所の債権執行

手続への移行を求める旨の申立てをしたとき 

配当のための必

要的移行 

【※3】 

債権者が 2 人以上であって供託金で各債権者の債権及び

執行費用の全部を弁済することができないため配当を実

施すべきとき 

裁量移行 
差し押さえるべき金銭債権の内容その他の事情を考慮し

て相当と認めるとき 

【※1】差押処分の申立てについての裁判所書記官の処分に対しては，その告知を受けた日から 1 週間の

不変期間内に，執行裁判所に執行異議を申し立てることができる。 

【※2】少額訴訟債権執行においては，換価は，差押債権者が直接取り立てることによって行い，換価の

ための転付命令，譲渡命令等の方法による換価を命ずる命令は，困難な判断を要することから，少額

訴訟債権執行においては認められていない。これらの命令を求める場合には，執行裁判所に対して地

方裁判所の債権執行手続への移行を求める申立てをしなければならない（民執法 167 条の 10 第 1 項）。 

【※3】第三債務者が供託をした場合において，債権者が２人以上であって供託金で各債権者の債権及び

執行費用の全部を弁済することができないため配当を実施するときは，執行裁判所は，その所在地を

管轄する地方裁判所における債権執行手続に事件を移行させなければならない（民執法 167 条の 11 第

1項）。 
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＜押さえるべき条文＞  

第167条の2 （少額訴訟債権執行の開始等） 

1 次に掲げる少額訴訟に係る債務名義による金銭債権に対する強制執行は，前目の定める

ところにより裁判所が行うほか，第2条の規定にかかわらず，申立てにより，この目の定

めるところにより裁判所書記官が行う。  

① 少額訴訟における確定判決  

② 仮執行の宣言を付した少額訴訟の判決  

③ 少額訴訟における訴訟費用又は和解の費用の負担の額を定める裁判所書記官の処分  

④ 少額訴訟における和解又は認諾の調書  

⑤ 少額訴訟における民事訴訟法第275条の2第1項の規定による和解に代わる決定  

2 前項の規定により裁判所書記官が行う同項の強制執行（以下この目において「少額訴訟

債権執行」という。）は，裁判所書記官の差押処分により開始する。  

3 少額訴訟債権執行の申立ては，次の各号に掲げる債務名義の区分に応じ，それぞれ当該

各号に定める簡易裁判所の裁判所書記官に対してする。  

① 第1項第1号に掲げる債務名義 同号の判決をした簡易裁判所  

② 第1項第2号に掲げる債務名義 同号の判決をした簡易裁判所  

③ 第1項第3号に掲げる債務名義 同号の処分をした裁判所書記官の所属する簡易裁判所  

④ 第1項第4号に掲げる債務名義 同号の和解が成立し，又は同号の認諾がされた簡易裁

判所  

⑤ 第1項第5号に掲げる債務名義 同号の和解に代わる決定をした簡易裁判所  

4 第144条第3項及び第4項の規定は，差押えに係る金銭債権（差押処分により差し押さ

えられた金銭債権に限る。以下この目において同じ。）について更に差押処分がされた

場合について準用する。この場合において，同条第3項中「差押命令を発した執行裁判

所」とあるのは「差押処分をした裁判所書記官の所属する簡易裁判所」と，「執行裁判

所は」とあるのは「裁判所書記官は」と，「他の執行裁判所」とあるのは「他の簡易裁

判所の裁判所書記官」と，同条第4項中「決定」とあるのは「裁判所書記官の処分」と読

み替えるものとする。  

第167条の3 （執行裁判所） 

少額訴訟債権執行の手続において裁判所書記官が行う執行処分に関しては，その裁判

所書記官の所属する簡易裁判所をもつて執行裁判所とする。  

第167条の4 （裁判所書記官の執行処分の効力等） 

1 少額訴訟債権執行の手続において裁判所書記官が行う執行処分は，特別の定めがある場

合を除き，相当と認める方法で告知することによつて，その効力を生ずる。  

2 前項に規定する裁判所書記官が行う執行処分に対しては，執行裁判所に執行異議を申し

立てることができる。  

3 第10条第6項前段及び第9項の規定は，前項の規定による執行異議の申立てがあつた場

合について準用する。  

第167条の5 （差押処分） 

1 裁判所書記官は，差押処分において，債務者に対し金銭債権の取立てその他の処分を禁

止し，かつ，第三債務者に対し債務者への弁済を禁止しなければならない。  

2 第145条第2項から第4項までの規定は，差押処分について準用する。  

3 差押処分の申立てについての裁判所書記官の処分に対する執行異議の申立ては，その告

知を受けた日から1週間の不変期間内にしなければならない。  

4 前項の執行異議の申立てについての裁判に対しては，執行抗告をすることができる。  

5 民事訴訟法第74条第1項の規定は，差押処分の申立てについての裁判所書記官の処分

について準用する。この場合においては，第3項及び前項並びに同条第3項の規定を準用
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する。  

第167条の6 （費用の予納等） 

1 少額訴訟債権執行についての第14条第1項及び第4項の規定の適用については，これら

の規定中「執行裁判所」とあるのは，「裁判所書記官」とする。  

2 第14条第2項及び第3項の規定は，前項の規定により読み替えて適用する同条第1項の

規定による裁判所書記官の処分については，適用しない。  

3 第1項の規定により読み替えて適用する第14条第4項の規定による裁判所書記官の処分

に対する執行異議の申立ては，その告知を受けた日から1週間の不変期間内にしなければ

ならない。  

4 前項の執行異議の申立てを却下する裁判に対しては，執行抗告をすることができる。  

5 第1項の規定により読み替えて適用する第14条第4項の規定により少額訴訟債権執行の

手続を取り消す旨の裁判所書記官の処分は，確定しなければその効力を生じない。  

第167条の7 （第三者異議の訴えの管轄裁判所） 

少額訴訟債権執行の不許を求める第三者異議の訴えは，第38条第3項の規定にかかわ

らず，執行裁判所の所在地を管轄する地方裁判所が管轄する。  

第167条の8 （差押禁止債権の範囲の変更） 

1 執行裁判所は，申立てにより，債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を考慮し

て，差押処分の全部若しくは一部を取り消し，又は第167条の14において準用する第

152条の規定により差し押さえてはならない金銭債権の部分について差押処分をすべき

旨を命ずることができる。  

2 事情の変更があつたときは，執行裁判所は，申立てにより，前項の規定により差押処分

が取り消された金銭債権について差押処分をすべき旨を命じ，又は同項の規定によりさ

れた差押処分の全部若しくは一部を取り消すことができる。  

3 第153条第3項から第5項までの規定は，前二項の申立てがあつた場合について準用す

る。この場合において，同条第4項中「差押命令」とあるのは，「差押処分」と読み替え

るものとする。  

第167条の9 （配当要求） 

1 執行力のある債務名義の正本を有する債権者及び文書により先取特権を有することを証

明した債権者は，裁判所書記官に対し，配当要求をすることができる。  

2 第154条第2項の規定は，前項の配当要求があつた場合について準用する。  

3 第1項の配当要求を却下する旨の裁判所書記官の処分に対する執行異議の申立ては，そ

の告知を受けた日から1週間の不変期間内にしなければならない。  

4 前項の執行異議の申立てを却下する裁判に対しては，執行抗告をすることができる。  

第167条の10 （転付命令等のための移行） 

1 差押えに係る金銭債権について転付命令又は譲渡命令，売却命令，管理命令その他相当

な方法による換価を命ずる命令（以下この条において「転付命令等」という。）のいず

れかの命令を求めようとするときは，差押債権者は，執行裁判所に対し，転付命令等の

うちいずれの命令を求めるかを明らかにして，債権執行の手続に事件を移行させること

を求める旨の申立てをしなければならない。  

2 前項に規定する命令の種別を明らかにしてされた同項の申立てがあつたときは，執行裁

判所は，その所在地を管轄する地方裁判所における債権執行の手続に事件を移行させな

ければならない。  

3 前項の規定による決定が効力を生ずる前に，既にされた執行処分について執行異議の申

立て又は執行抗告があつたときは，当該決定は，当該執行異議の申立て又は執行抗告に

ついての裁判が確定するまでは，その効力を生じない。  

4 第2項の規定による決定に対しては，不服を申し立てることができない。  

5 第1項の申立てを却下する決定に対しては，執行抗告をすることができる。  
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6 第2項の規定による決定が効力を生じたときは，差押処分の申立て又は第1項の申立て

があつた時に第2項に規定する地方裁判所にそれぞれ差押命令の申立て又は転付命令等の

申立てがあつたものとみなし，既にされた執行処分その他の行為は債権執行の手続にお

いてされた執行処分その他の行為とみなす。  

第167条の11 （配当等のための移行等） 

1 第167条の14において準用する第156条第1項若しくは第2項又は第157条第5項の

規定により供託がされた場合において，債権者が二人以上であつて供託金で各債権者の

債権及び執行費用の全部を弁済することができないため配当を実施すべきときは，執行

裁判所は，その所在地を管轄する地方裁判所における債権執行の手続に事件を移行させ

なければならない。  

2 前項に規定する場合において，差押えに係る金銭債権について更に差押命令又は差押処

分が発せられたときは，執行裁判所は，同項に規定する地方裁判所における債権執行の

手続のほか，当該差押命令を発した執行裁判所又は当該差押処分をした裁判所書記官の

所属する簡易裁判所の所在地を管轄する地方裁判所における債権執行の手続にも事件を

移行させることができる。  

3 第1項に規定する供託がされた場合において，債権者が一人であるとき，又は債権者が

二人以上であつて供託金で各債権者の債権及び執行費用の全部を弁済することができる

ときは，裁判所書記官は，供託金の交付計算書を作成して，債権者に弁済金を交付し，

剰余金を債務者に交付する。  

4 前項に規定する場合において，差押えに係る金銭債権について更に差押命令が発せられ

たときは，執行裁判所は，同項の規定にかかわらず，その所在地を管轄する地方裁判所

又は当該差押命令を発した執行裁判所における債権執行の手続に事件を移行させること

ができる。  

5 差押えに係る金銭債権について更に差押命令が発せられた場合において，当該差押命令

を発した執行裁判所が第161条第6項において準用する第109条の規定又は第166条第

1項第2号の規定により配当等を実施するときは，執行裁判所は，当該差押命令を発した

執行裁判所における債権執行の手続に事件を移行させなければならない。  

6 第1項，第2項，第4項又は前項の規定による決定に対しては，不服を申し立てること

ができない。  

7 第84条第3項及び第4項，第88条，第91条（第1項第6号及び第7号を除く。）並び

に第92条第1項の規定は第3項の規定により裁判所書記官が実施する弁済金の交付の手

続について，前条第3項の規定は第1項，第2項，第4項又は第5項の規定による決定につ

いて，同条第6項の規定は第1項，第2項，第4項又は第5項の規定による決定が効力を生

じた場合について準用する。  

第167条の12 （裁量移行） 

1 執行裁判所は，差し押さえるべき金銭債権の内容その他の事情を考慮して相当と認める

ときは，その所在地を管轄する地方裁判所における債権執行の手続に事件を移行させる

ことができる。  

2 前項の規定による決定に対しては，不服を申し立てることができない。  

3 第167条の10第3項の規定は第1項の規定による決定について，同条第6項の規定は第

1項の規定による決定が効力を生じた場合について準用する。この場合において，同条第

6項中「差押処分の申立て又は第1項の申立て」とあるのは「差押処分の申立て」と，

「それぞれ差押命令の申立て又は転付命令等の申立て」とあるのは「差押命令の申立

て」と読み替えるものとする。  

第167条の13 （総則規定の適用関係） 

少額訴訟債権執行についての第一章及び第二章第一節の規定の適用については，第13

条第1項中「執行裁判所でする手続」とあるのは「第167条の2第2項に規定する少額訴
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訟債権執行の手続」と，第16条第1項中「執行裁判所」とあるのは「裁判所書記官」

と，第17条中「執行裁判所の行う民事執行」とあるのは「第167条の2第2項に規定す

る少額訴訟債権執行」と，第40条第1項中「執行裁判所又は執行官」とあるのは「裁判

所書記官」と，第42条第4項中「執行裁判所の裁判所書記官」とあるのは「裁判所書記

官」とする。  

第167条の14 （債権執行の規定の準用） 

第146条から第152条まで，第155条から第158条まで，第164条第5項及び第6項

並びに第165条（第3号及び第4号を除く。）の規定は，少額訴訟債権執行について準用

する。この場合において，第146条，第155条第3項及び第156条第3項中「執行裁判

所」とあるのは「裁判所書記官」と，第146条第1項中「差押命令を発する」とあるの

は「差押処分をする」と，第147条第1項，第148条第2項，第150条及び第155条第

1項中「差押命令」とあるのは「差押処分」と，第147条第1項及び第148条第1項中

「差押えに係る債権」とあるのは「差押えに係る金銭債権」と，第149条中「差押命令

が発せられたとき」とあるのは「差押処分がされたとき」と，第164条第5項中「差押

命令の取消決定」とあるのは「差押処分の取消決定若しくは差押処分を取り消す旨の裁

判所書記官の処分」と，第165条（見出しを含む。）中「配当等」とあるのは「弁済金

の交付」と読み替えるものとする。  
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第三章 担保権の実行としての競売等 

 

担保権の実行 

例えば，甲土地について，Ａが抵当権者，Ｂが抵当権設定者で抵当権設定の登記がされて

いた場合に，Ａが抵当権を実行する手続が担保権実行の典型例です。 

不動産を目的とする担保権を不動産担保権といい，不動産担保権の実行方法には「担保不

動産競売」と「担保不動産収益執行」があります。 

①担保不動産競売 

競売による不動産担保権の実行のことです（180条1号）。法定地上権（81条）を除き，

強制競売に関する規定が準用されます（188条）。なお，法定地上権の規定が除かれている

理由は，民法388条が抵当権についての法定地上権を定めているからです。 

②担保不動産収益執行 

強制管理の担保権バージョンです。強制管理の規定が準用されます（188条）。 

担保権実行に関する最大のポイントは，「債務名義が要らない」ことです。担保権につい

ての登記事項証明書（登記簿謄本）を提出するだけで，執行を開始できます。 

 

＜押さえるべき条文＞  
第180条 （不動産担保権の実行の方法） 

1 不動産（登記することができない土地の定着物を除き，第43条第2項の規定により不

動産とみなされるものを含む。以下この章において同じ。）を目的とする担保権（以下

この章において「不動産担保権」という。）の実行は，次に掲げる方法であつて債権者

が選択したものにより行う。  

① 担保不動産競売（競売による不動産担保権の実行をいう。以下この章において同

じ。）の方法  

② 担保不動産収益執行（不動産から生ずる収益を被担保債権の弁済に充てる方法による

不動産担保権の実行をいう。以下この章において同じ。）の方法  

第181条 （不動産担保権の実行の開始） 

1 不動産担保権の実行は，次に掲げる文書が提出されたときに限り，開始する。  

① 担保権の存在を証する確定判決若しくは家事審判法（昭和二十二年法律第百五十二

号）第15条の審判又はこれらと同一の効力を有するものの謄本  

② 担保権の存在を証する公証人が作成した公正証書の謄本  

③ 担保権の登記（仮登記を除く。）に関する登記事項証明書  

④ 一般の先取特権にあつては，その存在を証する文書  

※債務名義の提出は不要とされています。 

第182条 （開始決定に対する執行抗告等） 

不動産担保権の実行の開始決定に対する執行抗告又は執行異議の申立てにおいては，

債務者又は不動産の所有者（不動産とみなされるものにあつては，その権利者。以下同

じ。）は，担保権の不存在又は消滅を理由とすることができる。  

第184条 （代金の納付による不動産取得の効果） 

担保不動産競売における代金の納付による買受人の不動産の取得は，担保権の不存在又

は消滅により妨げられない。  

第187条 （担保不動産競売の開始決定前の保全処分等） 

執行裁判所は，担保不動産競売の開始決定前であつても，債務者又は不動産の所有者若
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しくは占有者が価格減少行為（第55条第1項に規定する価格減少行為をいう。以下この

項において同じ。）をする場合において，特に必要があるときは，当該不動産につき担

保不動産競売の申立てをしようとする者の申立てにより，買受人が代金を納付するまで

の間，同条第1項各号に掲げる保全処分又は公示保全処分を命ずることができる。ただ

し，当該価格減少行為による価格の減少又はそのおそれの程度が軽微であるときは，こ

の限りでない。  

第188条 （不動産執行の規定の準用） 

第44条の規定は不動産担保権の実行について，前章第二節第一款第二目（第81条を

除く。）の規定は担保不動産競売について，同款第三目の規定は担保不動産収益執行に

ついて準用する。  
※第47条（二重開始決定） 

１ 強制競売又は担保権の実行としての競売（以下この節において「競売」という。）の開始決定が

された不動産について強制競売の申立てがあつたときは，執行裁判所は，更に強制競売の開始決定

をするものとする。 

※第59条（売却に伴う権利の消滅等） 

不動産の上に存する先取特権，使用及び収益をしない旨の定めのある質権並びに抵当権は，売却

により消滅する。 

4 不動産の上に存する留置権並びに使用及び収益をしない旨の定めのない質権で第2項の規定の適用

がないものについては，買受人は，これらによつて担保される債権を弁済する責めに任ずる。 

※第75条（不動産が損傷した場合の売却の不許可の申出等） 

１ 最高価買受申出人又は買受人は，買受けの申出をした後天災その他自己の責めに帰することがで

きない事由により不動産が損傷した場合には，執行裁判所に対し，売却許可決定前にあつては売却

の不許可の申出をし，売却許可決定後にあつては代金を納付する時までにその決定の取消しの申立

てをすることができる。ただし，不動産の損傷が軽微であるときは，この限りでない。 

※第80条（代金不納付の効果） 

１ 買受人が代金を納付しないときは，売却許可決定は，その効力を失う。この場合においては，買受人

は，第66条の規定により提供した保証の返還を請求することができない。 

※第89条（配当異議の申出） 

１ 配当表に記載された各債権者の債権又は配当の額について不服のある債権者及び債務者は，配当

期日において，異議の申出（以下「配当異議の申出」という。）をすることができる。 

第192条（動産執行の規定の準用） 

  前章第２節第３款（第123条第２項，第128条，第131条及び第132条を除く。）

及び第183条の規定は動産競売について，第128条，第131条及び第132条の規定は

一般の先取特権の実行としての動産競売について，第123条第２項の規定は第190条第

１項第３号に掲げる場合における動産競売について準用する。 

第194条 （担保権の実行についての強制執行の総則規定の準用） 

第38条【第三者異議の訴え】，第41条及び第42条の規定は，担保権の実行としての競

売，担保不動産収益執行並びに前条第1項に規定する担保権の実行及び行使について準用

する。  

 

＜過去問＞ 

１．不動産を目的とする担保権の実行としての競売がされた場合，債務者は，

当該担保権の被担保債権が時効により消滅したことを理由として請求異議の

訴えを提起することができる。（１４－６－ウ） 

誤り。 

（ 規 定 な

し） 

２．抵当権の実行手続は，担保不動産収益執行の方法によっても行うことがで

きる。（６－６－１） 

正しい。 

（ １ ８ ０
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条） 

３．担保権の実行としての不動産競売は，債務名義はなくとも担保権の登記が

されている不動産登記に関する登記事項証明書の提出があれば開始される。

（１１－６－ア） 

正しい。 

（１８１条

１項３号） 

４．抵当権の実行としての競売は，債務名義が提出されたときに限り，開始さ

れる。（６－６－２） 

誤り。 

（１８１条

１項） 

５．抵当権の実行としての競売の開始決定に対する執行異議の申立てにおいて

は，債務者又は不動産の所有者は，抵当権の不存在又は消滅を理由とするこ

とができる。（６－６－４） 

正しい。 

（ １ ８ ２

条） 

６．不動産担保権の実行の開始決定に対する執行抗告又は執行異議の申立てに

おいては，原裁判又は執行処分の手続的な瑕疵のみを理由とすることがで

き，実体的な権利の不存在又は消滅を理由とすることはできない。（２２－

７－ア） 

誤り。 

（ １ ８ ２

条） 

７．担保不動産競売の開始決定に対しては，担保権の不存在又は消滅を理由と

して執行異議の申立てをすることができる。（２３－７－イ，１１－６－

エ） 

正しい。 

（ １ ８ ２

条） 

８．買受人が代金を納付した後は，担保権のないことを証する確定判決の謄本

を提出しても，担保不動産競売の手続を停止することはできない。（２３－

７－ウ） 

正しい。 

（ １ ８ ４

条） 

９．抵当権の実行としての競売手続における買受人は，代金を納付した場合で

あっても，代金納付前に抵当権が消滅していたときは，不動産を取得するこ

とができない。（６－６－５） 

誤り。 

（ １ ８ ４

条） 

１０．担保不動産について不動産の所有者が不動産の価格を減少させ，又は減

少させるおそれがある行為をしていた場合には，当該不動産の担保権者は，

担保不動産競売の申立てをした後に限り，当該行為を禁止することを命ずる

保全処分の申立てをすることができる。（２３－７－エ） 

誤り。 

（１８７条

１項） 

１１．開始決定前の保全処分の制度は，担保権の実行としての不動産競売には

あるが，不動産の強制競売にはない。（１１－６－イ） 

正しい。 

（１８７条

１項） 

１２．抵当権者による担保権の実行としての競売の開始決定がされた不動産に

ついては，一般債権者は，強制競売の申立てをすることはできない。（１５

－７－イ） 

誤り。 

（ １ ８ ８

条，４７条

１項） 

１３．不動産の上に存する抵当権は，担保権の実行としての不動産競売では売

却によって消滅するが，不動産の強制競売では売却によって消滅しない。

誤り。 

（ １ ８ ８
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（１１－６－オ） 条，５９条

１項） 

１４．担保不動産競売において，不動産の上に存する留置権は，売却により消

滅する。（２５－７－ア） 

誤り。 

（ １ ８ ８

条，５９条

４項） 

１５．買受人は，売却許可決定後に自己の責めに帰することができない事由に

より不動産に損傷が生じた場合には，当該損傷が軽微であるときであって

も，執行裁判所に対し，代金を納付する時までにその決定の取消しの申立て

をすることができる。（２５－７－ウ） 

誤り。 

（ １ ８ ８

条，７５条

１項） 

１６．申立債権者は，買受人が代金を納付する期限までに代金を納付しなかっ

た場合には，次順位買受申出人がいないときであっても，当該買受人の同意

を得なければ，不動産担保権の実行の申立てを取り下げることができない。

（２５－７－エ） 

誤り。 

（ １ ８ ８

条，８０条

１項参照） 

１７．担保不動産競売の申立てがされた不動産について，既に強制競売の開始

決定がされているときは，執行裁判所は，担保不動産競売の開始決定をする

ことができない。（２３－７－ア） 

誤り。 

（ １ ８ ８

条，４７条

１項） 

１８．担保不動産競売の手続において，配当表に記載された各債権者の債権又

は配当の額について不服がある場合には，債務者ではない不動産の所有者

も，配当異議の申出をすることができる。（２３－７－オ） 

正しい。 

（ １ ８ ８

条，８９条

１項，物上

保証人も含

まれる） 

１９．質権実行としての動産競売において，一般の先取特権を有する者は，配

当要求をすることができる。（S60-06-エ） 

正しい。 

（ １ ９ ２

条，１３３

条） 

２０．不動産の所有者が第三者異議の訴えを提起することは，担保権の実行と

しての不動産競売ではできないが，不動産の強制競売ではできる。（１１－

６－ウ） 

誤り。 

（ １ ９ ４

条 ， ３ ８

条） 

２１．期間入札において，自らが最高の価額で買受けの申出をしたにもかかわ

らず，執行官の誤りにより当該入札が無効と判断されて他の者が最高価買受

申出人と定められたため，買受人となることができなかったことを主張する

入札人は，この者が受けた売却許可決定に対し，執行抗告をすることができ

正しい。 

（ 最 決 平

22.8.25） 
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る。（２５－７－イ） 

２２．執行裁判所は，担保不動産競売の対象とされた土地上に，その競売の対

象とはされていない建物が存在する場合であっても，当該土地を買受人に引

き渡すべき旨を命ずることができる。（２５－７－オ） 

正しい。 

（ 最 決 平

11.10.26） 
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＜平成 31年度本試験受験用・過去問重要度一覧（保全法・執行法）＞ 

過去問の出題周期からみた「平成 31年度本試験での出題可能性」をＡＢＣランクで分けています。 

使い方 

Ａランク・・・平成 31 年度本試験対策のメイン論点。出題可能性大。講座復習時も直前期も繰り返

して，完全にマスターしておく必要あり。 

Ｂランク・・・出題可能性がそれほど高くない論点。6月下旬の最後の追い込みではカットしても可。 

Ｃランク・・・出題周期から見て出題可能性が低い論点。度胸さえあれば，全く勉強しなくても可。 

 

 タイトル 年番号 重要度 コメント 
 民事保全全般 H30-06 Ｂ  
 保全命令 H29-06 Ｂ  
 保全命令 H20-06 Ｂ  
 保全命令 H16-06 Ｂ  
 保全命令 H14-07 Ｂ  
 保全命令 H09-07 Ｂ  
 保全命令 H04-08 Ｂ  
 仮差押命令 H25-06 A  
 仮差押命令 H21-06 A  
 仮差押命令 H08-07 A  
 仮差押命令 H03-08 A  
 仮処分命令 H28-06 Ｂ  
 仮処分命令 H26-06 B  
 仮処分命令 H24-06 B  
 仮処分命令 H22-06 B  
 仮処分命令 H19-06 B  
 仮処分命令 H12-07 B  
 仮処分命令 H06-07 B  
 保全命令の不服申立て H27-06 A  
 保全命令の不服申立て H23-06 A  
 保全命令の不服申立て H18-06 A  
 保全命令の不服申立て H15-06 A  
 保全命令の不服申立て H10-07 A  
 保全命令の不服申立て H07-07 A  
 保全命令の不服申立て H05-02 A  
 保全執行 H11-07 A  
 仮差押えの執行 H17-07 A  
 仮差押えの執行 H02-06 A  
 仮処分の執行 H13-06 A  

 執行裁判所 H02-01 A  
 執行抗告等 H22-07 A  
 執行抗告等 H04-07 A  
 執行抗告等 H02-08 A  
 執行文 H30-07 Ｃ  
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 タイトル 年番号 重要度 コメント 
 執行文 H16-07 Ｃ  
 執行文 H01-08 Ｃ  
 債務名義 H27-07 Ｂ  
 強制執行の不服申立て H26-07 A  
 強制執行の不服申立て H17-06 A  
 強制執行の不服申立て H14-06 A  
 強制執行の不服申立て H10-06 A  
 不動産に対する強制執行 H21-07 A  
 不動産に対する強制執行 H19-07 A  
 不動産に対する強制執行 H09-06 A  
 不動産に対する強制執行 H07-06 A  
 不動産に対する強制執行 H05-07 A  
 不動産に対する強制執行 H03-06 A  
 動産執行 H13-07 A  
 動産執行 H01-07 A  
 債権執行 H28-07 A  
 債権執行 H24-07 A  
 債権執行 H18-07 A  
 債権執行 H12-06 A  
 債権執行 H08-06 A  
 債権執行 H03-07 A  
 間接強制 H29-07 Ｂ  
 間接強制 H20-07 Ｂ  
 担保権の実行としての競売 H25-07 A  
 担保権の実行としての競売 H23-07 A  
 担保権の実行としての競売 H11-06 A  
 担保権の実行としての競売 H06-06 A  
 差押えの競合 H15-07 A  
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【ＭＥＭＯ】 
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＜成 30年度本試験＞ 

第 7問 執行文に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1から

5までのうち，どれか。 

ア 執行証書についての執行文は，その原本を保存する公証人の役場の所在地を管轄す

る地方裁判所の裁判所書記官が付与する。 

イ 請求が確定期限の到来に係る場合においては，執行文は，その期限の到来後に限

り，付与することができる。 

ウ 請求が債権者の証明すべき事実の到来に係る場合においては，執行文は，債権者が

その事実の到来したことを証する文書を提出したときに限り，付与することができ

る。 

エ 執行文は，債権の完全な弁済を得るため執行文の付された債務名義の正本が数通必

要であるとき，又はこれが滅失したときに限り，更に付与することができる。 

オ 執行文の付与の申立てに関する処分に対しては，異議の申立てをすることができな

い。 

1 アウ    2 アオ    3 イエ    4 イオ    5 ウエ 
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ア誤 り。 

本記述は，その原本を保存する公証人とすべきところ，その原本を保存する公証人の役場

の所在地を管轄する地方裁判所の裁判所書記官としている点で，誤っている。執行文は，

申立てにより，執行証書以外の債務名義については事件の記録の存する裁判所の裁判所書

記官が，執行証書についてはその原本を保存する公証人が付与する（民執法 26条 1項）。 

 

イ誤 り。 

請求が確定期限の到来に係る場合，単純執行文（民執法 26 条）の付与を受けてなされた

執行申立てに対し，執行機関は確定期限の到来を確認すれば強制執行を開始できる（民執

法 30条 1項）。すなわち，確定期限の到来は，執行開始要件であり執行文の付与の要件で

はない。したがって，本記述は誤っている。 

 

ウ正しい。 

本記述は，民事執行法 27 条 1 項により正しい。請求が債権者の証明すべき事実の到来に

係る場合においては，執行文は，債権者がその事実の到来したことを証する文書を提出し

たときに限り，付与することができる（民執法 27条 1項）。 

 

エ正しい。 

本記述は，民事執行法 28 条 1 項により正しい。執行文は，債権の完全な弁済を得るため

執行文の付された債務名義の正本が数通必要であるとき，又はこれが滅失したときに限り，

更に付与することができる（民執法 28条 1項）。 

 

オ誤 り。 

本記述は，異議の申立てをすることができるところ，できないとしている点で，誤ってい

る。執行文の付与の申立てに関する処分に対しては，裁判所書記官の処分にあってはその

裁判所書記官の所属する裁判所に，公証人の処分にあってはその公証人の役場の所在地を

管轄する地方裁判所に異議を申し立てることができる（民執法 32条 1項）。 

 

以上により，正しい記述はウとエであり，したがって，正解は肢 5となる。 
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